
送付先FAX：03-3971-4002

株式会社クレディセゾン 家賃保証サポートデスク 行

年 月 日 【申込人様ご記入欄】

フリガナ

フリガナ

　毎月の賃料等の支払方法は、賃料等のお支払いにポイントを使えるセゾンカード払いを推奨しております。

　不動産賃貸借の本契約時に、ご担当者の方から「賃料等のお支払い方法について」をお渡しいたします。
　「賃料等のお支払い方法について」をお受け取り後、速やかに支払方法をご登録ください。
※保証応諾IDをご取得いただいた場合は、自動的にカード払いの設定が完了いたします。追加のお手続きは原則不要です。

1. セゾンカード払い

「賃料等のお支払い方法について」の手順に沿って、公式HPよりオンライン登録が可能です。

「賃料等のお支払い方法について」の手順に沿って、公式HPよりセゾンカードへのお申し込みが可能です。

セゾンカード払いは…

● 賃料等のお支払いでポイントが貯まる！
● 賃料等のお支払いにポイントを使える！

※賃料等のお支払い1,000円毎に、永久不滅ポイントが1ポイント（最大５円相当）貯まります。

※カードの種類によっては、永久不滅ポイントの代わりにカード提携先サービスのポイントが貯まります。

カード提携先サービスのポイントは賃料等のお支払いにご利用いただけません。

2. その他
やむを得ずセゾンカード払いをご選択いただけない場合、その他の支払方法もご用意しております。

「賃料等のお支払い方法について」の手順に沿って支払方法をご登録ください。

【管理会社様記入欄】

※社名・住所・電話/FAX番号・担当者名をご記入ください。 ※社名・住所・電話/FAX番号・担当者名をご記入ください。

 店頭にて申込者様への契約内容の説明およびご本人確認を行いました。

①－１A(23.12)

保証プラン
※保証プラン選択がない場合は『スタンダードプラン』にさせていただきます。

スタンダードプラン 新社会人プラン 学生プラン

仲介会社 管理会社

支払方法

セゾンカード会員のお客様

セゾンカード会員でないお客様

年会費無料のカードも

ご用意しております

例えば…賃料等が毎月10万円の場合、年間6,000円分を賃料等に充当できます。

「ポイントde家賃充当サービス」をご利用の場合　【永久不滅ポイントが1ポイント最大の5円で換算】

携帯電話 － 　　－　　　　

自宅電話 － 　　－　　　　

親権者
氏名

携帯電話 － 　　－　　　　

様
自宅電話 － 　　－　　　　

※既にセゾンカードをお持ちで、保証応諾IDを取得
されているお客様はこちらにご記入をお願いいたします。

申込人
氏名

生年月日 　年　 　月　 　日　（　 　歳） 

自署 様

保証応諾
ID

賃料立替払委託契約および保証委託契約申込書

私は別紙記載の「保証委託契約規定」及び「立替払委託契約規定」、「個人情報の取扱い（収集・保有・利用・提供）に関する同意条項」に同意のうえ、賃料
立替払委託契約および保証委託契約を申し込みいたします。
また、別紙「入居申込書」の記載内容に相違ないことを確認します。本申込書および別紙「入居申込書」に事実と異なるあるいは虚偽の記載があった場合は
申し込みが無効となり、また契約を解除されても異議を申し立てません。賃料立替払委託契約および保証委託契約の申し込みから契約締結に至るまでに発
生する、貴社に提出すべき書類に関する取次業務および申し込みに基づく貴社からの審査可否連絡の受領業務について、下記仲介会社または管理会社
に委託します。

お申し込み後、申込内容をご確認させていただくために（株）クレディセゾンからご連絡させていただく場合がございます。
※未成年の方は親権者様のご氏名・連絡先もご記入ください。確認のお電話をさせていただきます。

【重要】　 　賃料等は（株）クレディセゾンからご請求させていただきます。

申込日 20



保証委託契約規定
賃借人（以下、「乙」という。）と株式会社クレディセゾン（以下、「丙」という。）とは、賃貸
人（賃貸人代理人を含み、以下、「甲」という。）と乙の間で締結された、表面記載の賃貸物件（以
下、「本物件」という。）の賃貸借契約（詳細は別紙賃貸借契約のとおり。以下、「原契約」とい
い、更新された場合は、更新後の契約を含む。）に関し、保証委託契約（以下、「本契約」という。）
を締結します。

第１条（保証委託）
乙は、丙に対して、原契約に基づき乙が甲に対して負担する支払債務について、次条以下に定める
範囲、期間、内容を確認のうえ、かかる条件において丙が甲との間の保証契約（以下、「本件保証契約」
という。）に基づき甲に対し連帯保証を行うことを委託し、丙は、これを受託します。
第２条（対象物件の用途）
本物件の用途は、居住用に限るものとし、居住目的以外の本物件の使用により乙が甲に負担する債
務は、本契約による保証の対象外とします。
第３条（本契約の成立・承認の取消し）
１．本契約は、乙の本契約の申込みについて丙所定の審査の結果、丙がこれを承認し、原契約の契
約締結日をもって成立するものとします。

２．丙が前項の承認をした後に、申込みの際の乙の届出情報に虚偽があることが判明した場合、申
込みの際の乙の届出情報に変更が生じた場合、あるいは丙が新たに取得した情報に基づき再審
査を行い契約可否判断が変更となった場合は、丙は、原契約の契約締結日前に、当該承認の取
り消しを行うことがあります。この場合、乙は、丙に対して異議を申し出ないものとします。

第４条（保証委託の範囲）
１．本契約に基づき保証委託する債務の範囲は、乙が甲に対して負担する原契約上の債務のうち、
次の各号に定める金銭の支払債務とします。
⑴原契約に基づいて乙が負担する賃料、共益費及び駐車場料金その他毎月定期的に賃料と共に支払
われる固定額の費用のうち表面記載の金員であって原契約の期間中に原契約に定める賃料支払日
を支払日として賃料とともに支払われるもの（以下、総称して「賃料等」という。）、並びに原契
約に基づいて乙が甲に対して賃料等とともに支払うべき電気代・ガス代・水道代等の変動費
⑵原契約の更新料（但し、更新期間１年につき月額の賃料等２ヶ月分以内であり、かつ、乙が原
契約の更新料等の条項を明確に理解したうえで承諾していると丙が認めた場合に限る。）
⑶原状回復費用（但し、国土交通省住宅局が平成２３年８月に発行した「原状回復をめぐるトラ
ブルとガイドライン」に準拠して、乙が負担することが合理的であると丙が認めた範囲及び金
額とし、かつ賃料等の３ヶ月分相当額を上限とする。）
⑷原契約が解除された場合に生じる、解除後本物件明渡しまでの間の賃料等相当損害金
⑸甲による原契約の解除が可能と認められる乙の原契約上の債務不履行が存在する場合におい
て、本物件明渡しまでに甲が要した通知、支払督促、訴訟その他法的手続きの費用のうち、甲
が丙の承諾を得て支出した費用（弁護士費用を含む。）相当損害金
⑹賃料等の不払いを理由とする原契約の解除後における、本物件内残置物の搬出、運搬、保管及
び処分に係る費用
⑺原契約規定の契約開始日より１年以内の早期解約損害金（但し、早期解約に至った原因につき
甲に帰する事由がない場合に限り、かつ賃料等の２ヶ月分相当額を上限とする。）

２．前項に基づく丙の保証金額の総額は、賃料等の２４ヶ月分に相当する金額を上限とします。
３．次の債務については、第１項の保証の範囲には含まれないものとし、丙は、別途の特約なき限
り保証せず、一切その責を負わないものとします。
⑴賃料等及び更新料の滞納分の遅延損害金等
⑵退去予告通知義務違反の場合における違約金等
⑶戦争、地震、天変地異等不可抗力によって生じた損害
⑷火災、ガス爆発、自殺等乙の故意・過失行為によって甲が被った損害
第５条（保証委託期間）
１．本契約の有効期間は、原契約の開始日から本物件の明渡し日までとし、原則として当事者いず
れかの任意による中途解約はできないものとします。但し、甲、乙、または丙のいずれかが本
契約または本件保証契約の終了を申し出、他の当事者がその申出事由につき相当の合理性を認
め、当該申し出を承諾した場合には、この限りではありません。

２．前項の定めにより保証委託期間が終了した後も、乙丙間に本契約に基づく債権債務が存する限
り、当該債権債務に関する本契約の各条項は、当該当事者間において引き続き効力を有するも
のとします。

第６条（保証料）
１．乙は、丙に対し、本契約による保証委託の対価として、表面記載の保証料を、同表面の定めに
従い以下のとおり、年払方式・月払方式で支払うものとします。なお、原契約の契約期間途中
の支払方式の変更はできません。
⑴年払方式
１年間分の保証委託に対する対価としての保証料を毎年１回お支払いいただく方式です。この
場合、第２項に定める方法により、乙丙間で本契約と同時に締結する賃料等の立替払委託契約
（以下、「立替払委託契約」という。）第７条第１項に定める丙への求償債務としての賃料等相
当額の支払日の初回支払日に、賃料等と同時に保証料をお支払いいただきます。また、次年度
以降は、原契約の賃貸借期間の初日が属する月に応答する月の翌月の求償債務としての賃料等
相当額の支払日に保証料をお支払いいただきます。
⑵月払方式
１ヶ月分の保証委託に対する対価としての保証料を毎月お支払いいただく方式です。この場合、
第２項に定める方法により、立替払委託契約第７条第１項に定める丙への毎月の求償債務とし
ての賃料等相当額の支払日に賃料等と同時に翌月分の保証料をお支払いいただきます。

２．乙は、保証料を次の方法で丙に支払うものとします。
⑴口座引落しによる支払い
乙が口座引落しによる支払いを選択する場合、乙が指定する金融機関の口座から自動引落しに
よりお支払いいただきます。
⑵クレジットカードでの支払い
乙が、丙の発行する又は丙が発行代行業務を行うクレジットカードのうち丙が指定するクレ
ジットカード（以下「対象クレジットカード」という。）の会員（以下、「カード会員」という。）
であって、当該対象クレジットカードによる支払いを選択する場合は、カード会員規約に定め
る方法によりお支払いいただきます。なお、支払区分は、1回払いに限るものとします。
⑶指定窓口での支払い
本項第１号に定める金融機関口座からの自動引落し等の手続きが間に合わない場合もしくは自
動引落しができなかった場合、または本項第２号に定めるクレジットカードによる決済の承認
が得られなかった場合は、丙の指定するコンビニエンスストア等または丙の指定する口座にお
振込みいただく方法（振込手数料は乙負担となります。）でお支払いいただきます。なお、指
定窓口での支払いの場合、乙は、１回の支払いにつき金５５０円（税込）の支払手数料を負担
するものとします。

３．原契約の契約期間中に賃料等が変更になった場合、年払方式の場合は翌年度の分から、月払方
式の場合は変更月から新たな賃料等に基づき再計算した保証料を適用します。

４．原契約で一定期間、賃料等を減額（全額減額を含む。）する場合の保証料算出の基礎となる月
額賃料は、減額期間終了後の月額賃料によるものとします。

５．乙は、丙に対する保証料の支払いを遅延した場合は、第６条第１項に定める保証料の支払日の
翌日から支払済みに至るまで、遅延相当額に対し、年１４. ６％の割合の遅延損害金を支払う
ものとします。

６．乙は、丙に対する保証料の全部または一部の支払いを遅延した場合、丙からの通知により、第
２項各号に規定する支払方法によるお支払いができなくなることがあります。この場合、乙は、
丙の別途指定する方法で保証料を支払うものとします。

第７条（保証債務の履行）
１．乙が第４条第１項各号に規定する債務の全部もしくは、一部の履行を遅延したときまたはその
おそれがあると客観的事由に基づき丙が認めたときは、丙は、本件保証契約の定めに基づき、
乙に対する何らの通知なくして保証債務を履行したうえ、次項に基づき乙に対して求償するこ
とができます。また、丙が甲との立替払委託契約を中止または終了した時点で、立替払委託契
約に基づき乙が丙に対して支払うべき求償債務としての賃料等相当額の未払額が存在していた
場合、当該未払いの賃料等相当額についても丙が保証債務を履行したものとみなし、当該賃料
等相当額に係る丙の乙に対する請求権は、同時点以降、履行済保証債務に関する丙の乙に対す
る求償債権の一部として取り扱います。

２．丙が保証債務を履行したとき、乙は、丙に対し、次の各号に定める金額を直ちに支払うものと
します。
⑴丙の甲に対する保証債務履行額
⑵丙の甲に対する保証債務履行のための費用
３．乙が、第４条第１項各号に規定する甲に対する債務を履行しないことにつき正当な事由がある
場合、乙は、丙に対し、当該債務の履行期日の前日までに当該債務の内容及び当該事由を連絡
するものとします。

４．乙は、前項の連絡を怠った場合、前項の事由の存在を理由に丙からの求償を拒むことができま
せん。

５．乙が丙に対して第２項に規定する支払いを遅延した場合、乙は、丙に対し、保証債務履行日の
翌日から支払済みに至るまで、年１４. ６％の割合による遅延損害金を支払うものとします。

６．甲が乙の帰責事由に基づき原契約を解除して乙に本物件の明渡しを求めようとする場合、丙は、
甲の申出または承諾により、甲に対する保証債務の履行を留保できるものとし、当該留保によ
り甲または乙が被る損害について免責されるものとします。この場合、乙が賃料等その他の債
務を支払うときは、直接甲に対して支払うものとします。

７．乙は、乙による支払額が原契約に基づき乙が支払うべき丙からの請求額に満たなかった場合は、
法令の規定または丙の任意に定める順序、及び方法で充当されることに同意します。

第８条（同意条項）
１．丙は、法令上容認される場合、乙の承諾がある場合その他正当な事由がある場合には、乙の安
否及び本物件の利用状況を確認するために甲または甲から本物件の管理業務を受託する不動産
管理会社（以下、「不動産管理会社」という。）の立会いのもと、本物件に立ち入ることができ
るものとします。

２．丙が、乙の居住確認等の目的で本物件を訪れた際に、施設管理者等から身元を尋ねられた場合、
丙の名義を明らかにすることができるものとします。

第９条（譲渡担保）
１．乙は、本契約及び立替払委託契約に基づき丙に対して負担する債務を担保するため、甲に対し
て預託した原契約に基づく敷金の返還請求権（以下、「敷金返還請求権」という。）を丙に対して、
譲渡します。

２．乙は、敷金返還請求権を丙の事前の承諾なく行使し、または処分してはならないものとします。
３．丙は、甲に対し、いつでも乙の代理人として、民法４６７条に基づく債務者対抗要件としての
債権譲渡の通知及び第三者対抗要件としての確定日付ある証書による債権譲渡の通知を行うこ
とができるものとします。乙は、丙に対して、この手続に関する一切の権限（乙の代理人とし
て債権譲渡の通知を行う権限を含む）を授与し、丙が当該手続を行うことを承諾します。なお、
乙は、丙の事前の書面による承諾がある場合を除き、当該権限授与及び承諾を撤回できないも
のとします。

４．丙は、乙が丙に対する債務を履行しない場合、譲渡を受けた敷金返還請求権につき担保権を行
使し、甲から直接敷金の返還を受けることにより、これを当該乙の丙に対する債務の弁済に充
当することができるものとします。

５．丙は、前項に規定する弁済の充当後、なお残額がある場合には、当該残額を乙に返還します。
第１０条（中途解約の場合における保証料）
本契約が原契約期間の途中で終了した場合であっても、丙は、保証料をお返ししません。
第１１条（個人情報の利用等）
本契約における乙の個人情報の取扱いについては、個人情報の取扱いに関する同意条項（同第２条
を除く）を適用するものとし、乙は、これを承諾するものとします。
第１２条（カード退会の禁止）
乙が第６条第２項第２号により、保証料の支払についてクレジットカード払いを選択した場合、本
契約期間中は、原則として乙の任意によるカード退会はできないものとします。但し、丙が退会申
出事由につき合理性を認めた場合を除きます。
第１３条（甲乙間の紛議）
甲乙間に原契約について紛議が生じた場合、当該紛議は甲乙間で解決するものとし、乙は、当該紛
議を理由として丙に対する保証料その他本契約に基づく債務の支払いを停止することはできないも
のとします。
第１４条（遅延情報の通知）
乙は、保証料その他本契約に基づく債務の丙に対する支払いが遅延した場合は、丙が乙に連絡をと
ることを目的として、本契約または原契約における乙が指定した連絡先（乙が利用する SNS アカウ
ントの ID等や乙が国籍を有する国における緊急連絡先を含む。以下同じ。）連絡すること、及び支
払遅延の事実を甲（不動産管理会社を含む、以降通知の受発信業務において同様。）及び前記連絡
先等に通知する場合があることを予め承諾します。
第１５条（原契約上の賃料等の変更）
乙は、原契約に係る賃料等甲に対して支払うべき金員の内容、その他原契約の条件または内容が変
更となる場合には、丙に対し、変更月の前月１０日までに事前に書面により通知するものとします。
当該通知に基づき乙丙間において、本契約の変更に係る合意が成立したときは、新たな契約書を締
結することなく当該変更に応じた本契約に関する変更契約が成立するものとします。かかる通知及
び合意がなされない限り、原契約の変更は、本契約に対して何ら効力を生じないものとします。
第１６条（原契約終了時の通知）
１．乙は、原契約の中途解約、賃貸借期間の満了、その他理由の如何問わず原契約が終了する場合
には、丙に対し、原契約終了日の１ヶ月前までにその旨を書面により通知するものとします。

２．丙に対する前項の通知がなされなかった場合（丙が原契約終了日の１ヶ月前の時点で甲または
不動産管理会社からの通知等により原契約が終了することを知っていた場合を除く。）、乙は、
原契約が終了したことを丙に対して主張することができないものとし、原契約の終了を理由に、
丙に対する保証料の支払いを拒むことはできないものとします。但し、丙が本項の適用が相当
でないと認めた場合はこの限りではありません。

第１７条（定期借家等）
原契約が借地借家法第３８条に規定する定期建物賃貸借であって、賃貸借期間終了後に、本物件に
ついて従前と同条件で新たな賃貸借契約が甲乙間で締結された場合は、丙が乙に対し特段の通知を
行わない限り、本契約は、更新されるものとします。
第１８条（本契約の解除）
１．丙は、以下に定めるいずれかの事由が発生した場合、何ら催告を要せず、本契約の全部または
一部を解除することができるものとします。
⑴乙が本物件を居住以外の用途に供した場合
⑵乙の原契約上の地位が第三者に移転した場合
⑶原契約に基づく賃借権の譲渡、転貸等がなされた場合、または本物件の占有者の追加、変更が
行われた場合
⑷原契約の内容に重大な変更があった場合
⑸乙が丙との立替払委託契約もしくは本契約締結の際に、またはこれらの契約に基づき乙が申告
した事実に虚偽があったことが判明した場合
⑹乙の信用状況に客観的に著しい不安が認められると丙が判断した場合
⑺乙が死亡しまたは所在不明となった場合
⑻乙が本物件に２ヶ月以上居住していないと認められ、かつ、乙に連絡がとれない場合
⑼乙が丙に対する本契約に基づく保証料の全部または一部の支払いを延滞した場合
⑽乙に原契約または本契約に関する義務の著しい違反または不履行があった場合
⑾乙が、暴力団の構成員もしくは準構成員、これらの者もしくは暴力団関係企業・団体の関係者・
協力者、または総会屋その他の反社会的勢力であることが判明した場合
⑿甲が乙の責に帰すべき事由に基づき原契約を解除して乙に本物件の明渡しを通知した場合
⒀立替払委託契約が終了した場合
２．丙は、前項に定めるほか、以下に定めるいずれかの事由が発生した場合も、何ら催告を要せず、
本契約の全部または一部を解除することができるものとします。
⑴甲の原契約上の地位が第三者に移転した場合
⑵甲につき、破産、民事再生、会社更生または特別清算手続開始の申立てがなされた場合
⑶甲の責に帰すべき事由により原契約が終了した場合
⑷甲が原契約に関して丙と締結した契約に違反し、丙の催告にも拘らず、違反状況を解消しない
場合または丙との当該契約の締結の際に、もしくは当該契約に基づき甲が申告した事実に虚偽
があったことが判明した場合
⑸甲につき、差押、仮差押、仮処分、滞納処分、その他これらに準ずる処分、命令または裁判を
受けた場合
⑹甲が、手形もしくは小切手の不渡りを出した場合、銀行取引停止処分を受けた場合、またはこ
れらに準じる程度に信用状況が悪化したと丙が認めた場合
⑺甲につき、口頭たると書面たるとを問わず、正常な営業活動の継続が困難である旨の表明がな
された場合
⑻甲または不動産管理会社等につき、自らまたはその役職員、株主もしくは実質的経営者等が、
暴力団、暴力団の構成員もしくは準構成員、暴力団関係企業・団体、またはこれらの者の関係者・
協力者、または総会屋その他の反社会的勢力であることが判明した場合

３．前２項による本契約の解除その他の事由により本契約が終了した場合であっても、乙は、本契
約の終了を理由として丙に対する債務の支払いを拒むことはできないものとします。

第１９条（届出事項の変更）
乙は、乙の氏名、在留資格、在留期間、住所、電話番号、勤務先、連絡先等、丙に届け出た事項に
変更が生じた場合は、速やかに丙に届け出るものとします。また、乙が本契約締結時点で、当社が
認める日本国内で連絡可能な電話番号を取得していない場合は、速やかに必要な手続きを行い、当
該電話番号を取得するものとし、万一、乙がこれらの届出義務を怠り、丙からの通知が延着または
不着となった場合は、当該通知は、通常到達すべきときに到達したものとみなします。なお、本契
約締結後に本物件に転居した旨の届出については、丙が乙からの届出があったものとみなして変更
登録するものとします。
第２０条（住民票の写し等取得の同意）
乙は、丙が、本人確認または債権管理のために、乙の旅券、査証、在留カード、住民票の写し、戸
籍の謄本抄本または戸籍の附票の写し等を取得し、利用することを予め承諾します。
第２１条（本契約の変更）
丙は、次の各号に該当する場合には、本契約の変更の効力発生日を定め、本契約を変更する旨、変
更後の内容及び効力発生時期を、乙に対して通知した上で、または丙のホームページ（https://
www.saisoncard.co.jp/rentquick/）において公表する方法その他の相当な方法で乙に周知した上で、
本契約を変更することができるものとする。なお、第 2号に該当する場合には、丙は、定めた効力
発生時期が到来するまでに、あらかじめ乙に対する通知、または丙のホームページへの掲載等を行
うものとする。
⑴変更の内容が乙の一般の利益に適合するとき。
⑵変更の内容が本契約の目的に反せず、変更の必要性、変更後の内容の相当性その他の変更に係
る事情に照らし、合理的なものであるとき。

第２２条（協議事項）
本契約に定めのない事項については、関係法令または一般的社会慣習に従い、協議のうえ解決をは
かるものとします。
第２３条（合意管轄裁判所）
本契約に関して乙と丙間に紛争が生じた紛争については、乙が丙に対して訴えを提起する場合は、
本物件の所在地、丙の本社または支社を管轄する簡易裁判所または地方裁判所を第１審の専属的合
意管轄裁判所とします。
第２４条（特約）
表面記載の特約は、本契約の一部であり他の条項に優先して適用されます。
第２５条（相談窓口）
本契約についてのご相談は、下記の窓口までお願いします。
株式会社クレディセゾン　家賃保証サポートデスク
〒１７０－６０７３　東京都豊島区東池袋３－１－１サンシャイン６０
TEL ０１２０－３３３－９１９

立替払委託契約規定
賃借人（以下、「乙」という。）と株式会社クレディセゾン（以下、「丙」という。）とは、賃貸人（賃
貸人代理人を含み、以下、「甲」という。）と乙の間で締結された、表面記載の賃貸物件（以下、「本物件」
という。）の賃貸借契約（詳細は別紙賃貸借契約のとおり。以下、「原契約」といい、更新された場合は、
更新後の契約を含む。）に関し、次のとおり立替払委託契約（以下、「本契約」という。）を締結します。

第１条（立替払いの委託）
１．乙は、丙に対し、本契約の定めるところに従い、第２条に定める原契約に基づく賃料等を、毎
月乙に代わって丙が甲に対して支払うこと（以下、「立替払い」という。）を委託し、丙は、こ
れを受託します。

２．前項の立替払いの委託は、原契約及び本契約の存続期間中、当該賃料等の対象月につき、原契
約の定めに従って原契約が継続することを決定する度に、乙の別段の意思表示を要することな
く、乙から丙に対して行われるものとみなします。

第２条（立替払いの委託の範囲）
本契約に基づく立替払いの委託の範囲は、以下の各号に掲げる範囲の債務とします。なお、賃料等（第
１号に定義する。）に含まれない金員の立替払いを行う場合は、別途特約等にて定めるものとします。
⑴原契約に基づいて乙が負担する賃料、共益費及び駐車場料金その他毎月定期的に賃料とともに
支払われる固定額の費用のうち表面記載の金員であって原契約の期間中に賃料支払日を支払日
として賃料と共に支払われるもの（以下、総称して「賃料等」という。）、並びに原契約に基づ
いて乙が甲に賃料等とともに支払うべき電気代・ガス代・水道代等の変動費
⑵原契約の更新料（但し、更新期間１年につき月額の賃料等２ヶ月分以内であり、かつ、乙が原
契約の更新料等の条項を明確に理解したうえで承諾していると丙が認めた場合に限る。）

第３条（対象物件の用途）
本物件の用途は、居住用に限るものとし、居住目的以外の本契約の使用により乙が甲に負担する債
務は、立替払いの対象外とします。
第４条（本契約の成立・承認の取消し）
１．本契約は、乙の本契約の申込みについて丙所定の審査の結果、丙がこれを承認し、原契約の契
約締結日をもって成立するものとします。

２．丙が前項の承認をした後に、申込みの際の乙の届出情報に虚偽があることが判明した場合、申
込みの際の乙の届出情報に変更が生じた場合、あるいは丙が新たに取得した情報に基づき再審
査を行い契約可否判断が変更となった場合は、丙は、原契約の契約締結日前に、当該承認の取
り消しを行うことがあります。この場合、乙は、丙に対して異議を申し出ないものとします。

第５条（求償債務の支払い及び原契約の解除事由の追加）
１．乙は、第２条の規定により立替払いの対象となる賃料等相当額を、本契約に基づく丙に対する
求償債務として、次条の規定に従い、丙に対し毎月一括して支払うものとします。

２．乙は、乙による支払額が、乙が支払うべき賃料等に満たなかった場合は、法令の規定または丙
の任意に定める順序、及び方法で充当されることに同意します。

３．原契約が終了する場合において、乙は、退去日にかかわらず、退去月分の賃料等の月額を一旦
丙に支払うこととし、退去日以降の日割精算は、別途甲と直接行うものとします。

４．乙及び甲の代理人たる丙は、甲乙間の原契約上の権利義務として、以下各号に定める事由を甲
による原契約の解除事由に追加することを、本契約をもって、合意します。
⑴乙丙間において締結された立替払委託契約に基づく乙の求償債務としての賃料等相当額を含む
丙の乙に対する月々の請求額（当該求償債務の支払方法として乙丙間の立替払委託契約第６条
第２号に定めるクレジットカードによる支払を選択した場合において当該対象クレジットカー
ドの利用に基づく請求額を含む。）のうち、その全部または一部の支払いを乙が３ヶ月以上怠り、
これにより甲及び乙の信頼関係が破壊されるに至ったと甲において判断される場合
⑵丙が乙丙間において締結された立替払委託契約を解除し、これにより甲及び乙の信頼関係が破
壊されるに至ったと甲において判断される場合。なお、乙は、本契約に基づく求償債務として
の乙の丙に対する賃料等相当額の不払が原契約上の債務不履行意思の表れとみなされ、その他
の上記各号に定める場合に甲が原契約を解除できることを確認するとともに、これを踏まえて、
丙に対する求償債務としての賃料等相当額の支払義務その他本契約上の義務を履行していただ
くのものとします。

第６条（求償債務の支払方法等）
乙は、本契約に基づく丙に対する求償債務を、次の方法で丙に支払うものとします。
⑴口座引落しによる支払い
乙が口座引落しによる支払いを選択する場合、賃料等は、乙が指定する金融機関の口座からの
自動引落しにより、お支払いいただきます。
⑵クレジットカードでの支払い
乙が、丙の発行する又は丙が発行代行業務を行うクレジットカードのうち丙が指定するクレ
ジットカード（以下「対象クレジットカード」という。）の会員（以下、「カード会員」という。）
であって、当該対象クレジットカードによる支払いを選択する場合は、カード会員規約に定め
る方法によりお支払いいただきます。なお、支払区分は、1回払いに限るものとします。
⑶指定窓口での支払い
本条第１号に定める金融機関口座からの自動引落し等の手続きが間に合わない場合、もしくは
自動引落しができなかった場合、または本条第２号に定めるクレジットカードによる決済の承
認が得られなかった場合は、丙の指定するコンビニエンスストア等または丙の指定する口座に
お振込みいただく方法（振込手数料は乙負担となります。）でお支払いいただきます。なお 、
指定窓口での支払いの場合、乙は、１回の支払いにつき金５５０円（税込）の支払手数料を負
担するものとします。

第７条（求償債務の支払日）
１．乙の丙に対する求償債務として賃料等相当額の支払日は、毎月２６日（当該日が金融機関休業
日の場合、翌営業日とし、以下、「約定支払日」という。なお、初回の支払日は、原契約にお
ける賃貸借期間の初日の属する月の翌月２６日とします。）とし、翌月分の賃料等をお支払い
いただきます。但し、乙がカード会員の場合は、カード会員規約に従うものとします。

２．丙は、甲に対して、甲との立替払契約に基づき毎月２５日に翌月分の賃料等を立替払いするも
のとし（但し、原契約における賃貸借期間の初日の属する月の賃料等及びその翌月分の賃料等
については、立替払いの範囲に含まれないものとします。）、乙及び甲の代理人たる丙は、原契
約に定める賃料等の支払時期にかかわらず、本契約の継続中は、甲乙間の原契約上の権利義務
としても当該２５日を乙の賃料等の支払日に変更することを、本契約をもって、合意します。
乙は、かかる立替払いに基づき丙に対する求償債務として、丙に対して賃料等相当額の支払い
義務を負うことを承諾します。

３．第１項に定める乙の丙に対する求償債務としての賃料等相当額の支払日は、変更することがで
きません。

第８条（有効期間）
１．本契約の有効期間は、原契約の開始日から終了日までとし、原則として当事者いずれかの任意
による中途解約はできないものとします。但し、当事者のいずれかが本契約の終了を申し出、
他の当事者がその申出事由につき相当の合理性を認め、当該申し出を承諾した場合は、この限
りではありません。

２．前項の定めにより有効期間が終了した後も、乙丙間に本契約に基づく債権債務が存する限り、
当該債権債務に関する本契約の各条項は、当該当事者間において引き続き効力を有するものと
します。

第９条（遅延損害金）
乙は、丙に対して求償債務としての賃料等相当額の支払いを遅延した場合、乙は、丙に対し、約定支
払日の翌日から支払済みに至るまで、年１４. ６％の割合による遅延損害金を支払うものとします。
第１０条（支払方法の変更）
乙が丙に対する求償債務としての賃料等相当額の全部または一部の支払いを遅延した場合等、丙か
らの通知により、第６条各項に規定する支払方法によるお支払いができなくなることがあります。
この場合、乙は、丙の別途指定する方法で賃料等をお支払いいただきます。
第１１条（立替払いの留保等）
１．甲または賃料等の受領窓口として甲から本物件の管理業務を受託する不動産管理会社（以下、
「不動産管理会社」という。）のいずれかが、第１８条第２項各号に定める事由のいずれかに該
当することとなった場合または該当するおそれがある場合、丙は、以下の各号の区分に応じ、
当該各号に掲げる措置の一部または全部を任意に講じることができるものとし、乙は、予めこ
れを承諾します。
⑴甲が該当することとなった場合または該当するおそれがある場合
立替払いの全部または一部を中止または留保すること（なお当該中止または、留保後に丙が乙
からの賃料等の支払いを受けた場合、立替払いの再開までこれを保持するか、または当該賃料
等を乙に返還するかについては、その時期を含めて、丙の随時の判断によるものとします。次
号につき同じ。）
⑵不動産管理会社が該当することとなった場合または該当するおそれがある場合
甲が新たな不動産管理会社を指定し、または自ら賃料等を受領する旨の通知がなされるまで、
立替払いの全部または一部を中止または留保すること

２．乙が第１８条第１項各号に定める事由のいずれかに該当することとなった場合または該当する
おそれがある場合、丙は、立替払いの全部または一部を中止または留保できるものとします。
なお、立替払いの中止または留保後に乙から求償債務たる賃料等相当額の支払いを受けた場合
については、前項第１項第１号括弧内に定めるほか、丙は、当該賃料等相当額を乙の丙に対す
る債務に充当することができます。

３．甲乙間に原契約上の賃料等の改定その他事由に関する紛議が生じ、甲が、丙による賃料等の立
替払いの履行を拒否した場合、第１項第１号を準用します。

第１２条（カード退会の禁止）
乙が第６条第２号により、丙に対する求償債務の支払についてクレジットカード払いを選択した場
合、本契約期間中は、原則として乙の任意によるカード退会はできないものとします。但し、丙が
退会申出事由につき合理性を認めた場合を除きます。
第１３条（甲乙間の紛議）
甲乙間に原契約について紛議が生じた場合、当該紛議は甲乙間で解決するものとし、乙は、当該紛
議を理由として丙に対する求償債務としての賃料等相当額の支払いを停止することはできないもの
とします。
第１４条（遅延情報の通知）
乙は、求償債務としての賃料等相当額の丙に対する支払いが遅延した場合は、丙が乙に連絡をとる
ことを目的として、本契約における乙が指定した連絡先（乙が利用する SNS アカウントの ID等や
乙が国籍を有する国における緊急連絡先を含む。以下同じ。）または原契約における連帯保証人の
連絡先に連絡すること、及び支払遅延の事実を甲（不動産管理会社を含む、以降通知の受発信業務
において同様。）及び前記連絡先等に通知する場合があることを予め承諾します。
第１５条（原契約上の賃料等の変更）
乙は、原契約に係る賃料等甲に対して支払うべき金員の内容、その他原契約の内容が変更となる場
合には、丙に対し、変更月の前月１０日までに事前に書面により通知するものとします。当該通知
に基づき乙丙間において、本契約の変更に係る合意が成立したときは、新たな契約書を締結するこ
となく当該変更に応じた本契約に関する変更契約が成立するものとします。かかる通知及び合意が
なされない限り、原契約の変更は、本契約に対して何ら効力を生じないものとします。
第１６条（原契約終了時の通知）
１．乙は、原契約の中途解約、賃貸借期間の満了その他理由の如何を問わず原契約が終了する場合
には、丙に対し、原契約終了日の１ヶ月前までにその旨を書面により通知するものとします。

２．丙に対する前項の通知がなされなかった場合（丙が原契約終了日の１ヶ月前の時点で甲または
不動産管理会社からの通知等により原契約が終了することを知っていた場合を除く。）、乙は、
原契約が終了したことを丙に対して主張することができないものとし、原契約の終了を理由に、
丙に対する求償債務の支払いを拒むことはできないものとします。但し、丙が本項の適用が相
当でないと認めた場合はこの限りではありません。

第１７条（定期借家等）
原契約が借地借家法第３８条に規定する定期建物賃貸借であって、賃貸借期間終了後に、本物件に
ついて従前と同条件で新たな賃貸借契約が甲乙間で締結された場合は、丙が乙に対し、特段の通知
を行わない限り、本契約は、更新されるものとします。
第１８条（本契約の解除）
１．丙は、以下に定めるいずれかの事由が発生した場合、何ら、催告を要せず、本契約の全部また
は一部を解除することができるものとします。
⑴乙が本物件を居住用以外の用途に供した場合
⑵乙の原契約上の地位が第三者に移転した場合
⑶原契約に基づく賃借権の譲渡、転貸等がなされた場合、または本物件の占有者の追加、変更が
行われた場合
⑷原契約の内容に重大な変更があった場合
⑸乙が丙との保証委託契約もしくは本契約締結の際に、またはこれらの契約に基づき乙が申告し
た事実に虚偽があったことが判明した場合
⑹乙の信用状況に客観的に著しい不安が認められると丙が判断した場合
⑺乙が死亡しまたは所在不明となった場合
⑻乙が本物件に２ヶ月以上居住していないと認められ、かつ、乙に連絡がとれない場合
⑼本契約に基づく乙の求償債務としての賃料等相当額を含む丙の乙に対する月々の請求額（乙の
有する対象クレジットカードの利用に基づく請求を含む。）のうち、その全部または一部の支
払いを乙が３ヶ月以上延滞した場合
⑽乙が丙との保証委託契約に基づく丙に対する保証料の全部または一部の支払いを延滞した場合
⑾乙に原契約または本契約に関する義務の著しい違反または不履行があった場合
⑿乙が、暴力団の構成員もしくは準構成員、これらの者もしくは暴力団関係企業・団体の関係者・
協力者、または総会屋その他の反社会的勢力であることが判明した場合
⒀甲が乙の責に帰すべき事由に基づき原契約を解除して、乙に本物件の明渡しを通知した場合
２．丙は、前項に定めるほか、以下に定めるいずれかの事由が発生した場合も、何ら催告を要せず、
本契約の全部または一部を解除することができるものとします。
⑴甲の原契約上の地位が第三者に移転した場合
⑵甲につき、破産、民事再生、会社更生または特別清算手続開始の申立てがなされた場合
⑶甲の責に帰すべき事由により原契約が終了した場合
⑷甲が原契約に関して丙と締結した契約に違反し、丙の催告にも拘らず、違反状況を解消しない
場合または丙との当該契約の締結の際に、もしくは当該契約に基づき甲が申告した事実に虚偽
があったことが判明した場合

⑸甲につき、差押、仮差押、仮処分、滞納処分、その他これらに準ずる処分、命令または裁判を
受けた場合
⑹甲が、手形もしくは小切手の不渡りを出した場合、銀行取引停止処分を受けた場合、またはこ
れらに準ずる程度に信用状況が悪化したと丙が認めた場合
⑺甲につき、口頭たると書面たるとを問わず、正常な営業活動の継続が困難である旨の表明がな
された場合
⑻甲または不動産管理会社等につき、自らまたはその役職員、株主もしくは実質的経営者等が、
暴力団、暴力団の構成員もしくは準構成員、暴力団関係企業・団体、またはこれらの者の関係者・
協力者、または総会屋その他の反社会的勢力であることが判明した場合

３．前２項による本契約の解除その他本契約の終了時に、丙が甲に立替払い済の賃料等その他の金員
については、乙は、本契約の終了を理由として丙に対する支払いを拒むことはできないものとし、
当該賃料等の精算が必要となる場合、一旦丙に支払った上で別途甲と直接行うものとします。

第１９条（届出事項の変更）
乙は、その氏名、在留資格、在留期間、住所、電話番号、勤務先、連絡先等、丙に届け出た事項に
変更が生じた場合は、速やかに丙に届け出るものとします。また、乙が本契約締結時点で、当社が
認める日本国内で連絡可能な電話番号を取得していない場合は、速やかに必要な手続きを行い、当
該電話番号を取得するものとし、当該電話番号を丙に届け出るものとします。万一、乙がこれらの
届出義務を怠り、丙からの通知が延着または不着となった場合は、当該通知は、通常到達すべきと
きに到達したものとみなします。なお、本契約締結後に本物件に転居した旨の届出については、丙
が乙からの届出があったものとみなして変更登録するものとします。
第２０条（住民票の写し等取得の同意）
乙は、丙が、本人確認または債権管理のために、乙の旅券、査証、在留カード、住民票の写し、戸
籍の謄抄本または戸籍の附票の写し等を取得し、利用することを予め承諾します。
第２１条（本契約の変更）
丙は、次の各号に該当する場合には、本契約の変更の効力発生日を定め、本契約を変更する旨、変
更後の内容及び効力発生時期を、乙に対して通知した上で、または丙のホームページ（https://
www.saisoncard.co.jp/rentquick/）において公表する方法その他の相当な方法で乙に周知した上で、
本契約を変更することができるものとする。なお、第 2号に該当する場合には、丙は、定めた効力
発生時期が到来するまでに、あらかじめ乙に対する通知、または丙のホームページへの掲載等を行
うものとする。
⑴変更の内容が乙の一般の利益に適合するとき。
⑵変更の内容が本契約の目的に反せず、変更の必要性、変更後の内容の相当性その他の変更に係
る事情に照らし、合理的なものであるとき。

第２２条（協議事項）
本契約に定めのない事項については、関係法令または一般的社会慣習に従い、協議のうえ解決をは
かるものとします。
第２３条（合意管轄裁判所）
本契約に関して乙丙間に紛争が生じた紛争については、乙が丙に対して訴えを提起する場合は、本
物件の所在地、丙の本社または支社を管轄する簡易裁判所または地方裁判所を第１審の専属的合意
管轄裁判所とします。
第２４条（特約）
表面記載の特約は、本契約の一部であり他の条項に優先して適用されます。
第２５条（相談窓口）
本契約についてのご相談は、下記の窓口までお願いします。
株式会社クレディセゾン　家賃保証サポートデスク
〒１７０－６０７３　東京都豊島区東池袋３－１－１サンシャイン６０
TEL ０１２０－３３３－９１９

個人情報の取扱い（収集・保有・利用・提供）に関する同意条項
申込人（以下契約成立により申込人が各契約の当事者になった場合を総称して以下「乙」という。）
は、本同意条項、立替払委託契約規定及び保証委託契約規定に同意の上、株式会社クレディセゾン
（以下「丙」という。）に対し立替払委託契約及び保証委託契約の申込みをします。なお、下記規定
において「本契約」とは、申込人との立替払委託契約及び保証委託契約を意味するものとします。

第１条（個人情報の収集・保有・利用、預託）
１．乙は、本契約のお申込み、丙発行のクレジットカードに係る丙との取引、その他の丙との各種
取引（以下総称して「各取引」という。）の与信判断及び与信後の管理のために、丙が以下の
情報（以下これらを総称して「本件個人情報」という。）を、丙所定の保護措置を講じた上で、
収集・保有・利用することに同意します。
⑴本契約に関し、本契約の申込書及び契約書、並びに本契約に基づく立替払等の目的となる賃料
等の発生原因となる申込人と賃貸人（以下「本件賃貸人」という。）との賃貸借契約（以下「本
件賃貸借契約」という。）に係る入居申込書、賃貸借契約書等に乙が記載した乙の国籍、パス
ポート番号、SNSID、日本滞在歴等｠、氏名、性別、年齢、生年月日、住所、電話番号、勤務先、
勤務先電話番号、家族構成、住居状況、E-mail アドレスその他入居申込書、賃貸借契約書等の
記載内容により丙が知り得た乙本人の情報
⑵本件賃貸借契約に係る賃貸借物件の所在地、物件名、賃料、敷金、その他の契約条件等、賃貸
借契約に関する情報
⑶本契約に付随して丙が知り得た申込人、同居予定者、緊急連絡先等の情報
⑷丙の請求により乙から提出を受けた本人確認書類に記載された情報
⑸本契約締結後の各取引に関する月々の支払状況等の情報
⑹本契約に関する申込人の支払能力の調査を行った際に丙が収集した乙の丙におけるクレジット
利用履歴、過去の債務の返済状況及び丙の請求により乙から提出を受けた源泉徴収票等に記載
された収入等に関する情報
⑺乙からの問い合わせ又はご連絡した際等の会話の記録情報
⑻本契約締結後の契約管理のために丙が取得した乙の住民票の写し等に記載された情報
⑼官報や電話帳等一般に公開されている情報
２．丙が各取引に関する与信、管理、その他の業務の一部又は全部を、丙の委託先企業に委託する
場合に、丙が個人情報の保護措置を講じた上で、第１項により収集した本件個人情報を当該委
託先企業に提供し、当該委託先企業が受託の目的に限って利用する場合があります。

第２条（個人情報の提供・利用）
乙は丙が保護措置を講じた上で以下の個人情報を本件賃貸人及び本件賃貸人が指定した不動産管理
会社に提供し、本件賃貸人及び本件賃貸人が指定した不動産管理会社が以下の目的で利用すること
に同意します。
［利用目的］
本契約又は本件賃貸借契約の管理等
［提供する個人情報］
本契約締結後の各取引に関する月々の支払状況等の情報
第３条（営業活動等の目的での個人情報の利用）
１．乙は、第１条第１項に定める利用目的のほか、丙が下記の目的のために第１条第１項⑴～⑺の
個人情報を利用することに同意します。
⑴丙のクレジット関連事業及び金融サービス事業（それらに付随して提供するサービスを含む。）、
並びにその他丙の事業におけるサービス提供、宣伝物・印刷物の送付、電話等による営業案内
及び関連するアフターサービスの実施
⑵丙以外の第三者から受託して行う当該第三者の宣伝物・印刷物の送付及び電話等による営業案
内の実施
⑶丙のクレジット関連事業及び金融サービス事業（それらに付随して提供するサービスを含む。）、
並びにその他丙の事業における市場調査及び商品開発
※丙の具体的な事業内容は、丙ホームページ（https://www.saisoncard.co.jp）に常時掲載してお
ります。

２．乙は、前項⑴⑵の目的での個人情報の利用について、丙に対して中止の申出ができます。但し、
各取引の規約等に基づき丙が送付する請求書等に記載される営業案内及びその同封物は除きま
す。

第 4条（信用情報機関が保有する信用情報の利用及び信用情報機関への信用情報の提供）
⑴信用情報機関が保有する信用情報の利用に関する同意
乙は、下記の事項に同意します。
①　丙は、乙及び乙の配偶者の本人を特定するための情報（氏名、生年月日、電話番号、本人
確認書類の記号番号等、住所、等）を、丙が加盟する信用情報機関（以下「加盟信用情報
機関」といいます。）（注）及びこれと提携する信用情報機関（以下、「提携信用情報機関」
といいます。）に提供し、乙及び乙の配偶者に関する信用情報（⑶①に定める情報をいい
ます。以下同じ）をこれら信用情報機関に照会します。

②　上記①の照会により、これら信用情報機関に乙及び乙の配偶者の信用情報が登録されてい
る場合は、当該信用情報の提供を受け、乙の支払能力・返済能力の調査のために利用します。

（注）個人の支払能力・返済能力に関する信用情報を、当該機関に加盟する事業者（以下「加盟
事業者」といいます。）に提供することを業とするものをいいます。

⑵信用情報機関への信用情報の提供に関する同意
乙は、下記の事項に同意します。
① 丙は、乙及び乙の配偶者に係る各取引に基づく下表に定める信用情報を、加盟信用情報機
関に提供します。これらの信用情報は、当該加盟信用情報機関において下表に定める期間
保有され、⑶に記載のとおり利用されます。

提供先
丙が提供する信用情報 株式会社シー・アイ・シー

各取引の申込みに係る事実（本人を特定するた
めの情報及び申込みの事実）

丙が信用情報機関に照会した日から 6ケ月間

各取引に係る事実（本人を特定するための情報
及び各取引にかかる客観的な取引事実）

契約期間中及び契約終了後 5年以内

上記、各取引に係る事実に債務の支払いを延滞
した事実が含まれる場合

契約期間中及び契約終了後 5年間

② 上記①により、丙が提供する信用情報は下記のとおりです。
株式会社シー・アイ・シー
乙及び乙の配偶者の本人を特定するための情報（氏名、生年月日、電話番号、本人確認書
類の記号番号等、住所、勤務先、勤務先電話番号、等）
申込・契約内容に係る情報（契約の種類、申込日、契約日、契約額、貸付額、商品名及び
その数量／回数／期間、支払回数、等）
支払い等に係る情報（請求額、入金額、利用残高、割賦残高、年間請求予定額、支払日、完済日、
延滞等支払状況に関する情報、等）

⑶信用情報機関による信用情報の利用及び加盟事業者に対する提供に関する同意
乙は、加盟信用情報機関が、当該機関及び提携信用情報機関の加盟事業者による乙及び乙の配
偶者の支払能力・返済能力の調査に資することを目的に、保有する信用情報を以下のとおり利
用すること、及び加盟事業者に提供することに同意します。
① 信用情報機関が保有する信用情報
加盟信用情報機関は、下記の信用情報を保有します。
a. 上記⑵①により、丙を含め、信用情報機関の加盟事業者から提供を受けた情報
b. 信用情報機関が収集した a. 以外の情報
c. 信用情報機関が、保有する信用情報に分析等の処理を行い算出した数値等の情報、その関
連情報

② 信用情報機関による信用情報の利用
加盟信用情報機関は、保有する信用情報を下記のとおり利用します。
a. 信用情報の確認、調査、名寄せ・合算、その他信用情報機関の業務を適切に実施するため
の処理
b. 信用情報の分析等の処理及びそれに基づく数値等の情報の算出
③ 信用情報機関による加盟事業者に対する信用情報の提供
加盟信用情報機関は、信用情報（① a. b. c）を加盟事業者へ提供します。また、信用情報（①
a. ）を、提携信用情報機関を通じてその加盟事業者へ提供します。

⑷加盟信用情報機関及び提携信用情報機関
① 加盟信用情報機関の名称、問い合わせ電話番号は下記のとおりです。また、各取引中に新
たに信用情報機関に加盟し、信用情報を利用・提供する場合は、別途、書面（電磁的記録
を含みます。）により通知し、同意を得るものとします。
◆株式会社シー・アイ・シー（割賦販売法・貸金業法に基づく指定信用情報機関）
お問い合わせ先　０５７０－６６６－４１４
ホームページアドレス　https://www.cic.co.jp/
※㈱シー・アイ・シーの加盟資格、加盟事業者名、信用情報の利用目的及び利用方法、同
社が実施する「クレジット・ガイダンス」については、上記の同社のホームページをご
覧ください。

② 提携信用情報機関の名称等
提携信用情報機関の名称、問い合わせ電話番号は、下記の通りです。
◆㈱日本信用情報機構（貸金業法に基づく指定信用情報機関）
お問い合わせ先　０５７０－０５５－９５５
ホームページアドレス　https://www.jicc.co.jp
※㈱日本信用情報機構の加盟資格、加盟事業者名等の詳細は、上記の同社のホームページ
をご覧ください。
◆全国銀行個人信用情報センター
お問い合わせ先　０３－３２１４－５０２０
ホームページアドレス　https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
※全国銀行個人信用情報センターの加盟資格、加盟事業者名等の詳細は、上記の同社のホー
ムページをご覧ください。

第５条（個人情報の開示・訂正・削除）
１．乙は、丙及び加盟信用情報機関並びに提携信用情報機関に対して、下記のとおり自己に関する
乙の個人情報の開示請求ができます。
① 丙に開示を求める場合には、第７条記載の窓口にご連絡ください。開示請求手続き（受付

窓口、受付方法、必要な書類、手数料等）の詳細についてお答えします。
②　加盟信用情報機関及び提携信用情報機関に開示を求める場合には、加盟信用情報機関にご
連絡ください。

２．万一丙の保有する乙の個人情報の内容が事実と相違していることが判明した場合には、丙は、
速やかに訂正又は削除に応じるものとします。

第６条（本同意条項に不同意の場合）
丙は、乙が各取引のお申込みに必要な記載事項（各取引の申込書で乙が記載すべき事項）の記載を
されない場合及び本同意条項の全部又は一部を承認できない場合、各取引のお申込みに対する承諾
をしないことがあります。但し、第３条第１項⑴⑵に同意しないことを理由に承諾をしないことは
ありません。
第７条（問い合わせ窓口）
丙の保有する乙の個人情報に関するお問い合わせや、開示・訂正・削除の申出、第３条第１項⑴⑵
の営業目的での利用の中止、その他ご意見の申出に関しましては、下記の丙問い合わせ先までお願
いします。
株式会社クレディセゾン　家賃保証サポートデスク
〒１７０－６０７３　東京都豊島区東池袋３－１－１ サンシャイン６０　TEL ０１２０－３３３－９１９
第８条（各取引の契約の不成立時及び終了後の個人情報の利用）
１．各取引の契約が不成立の場合にも、その理由の如何を問わず、不成立となった事実、及び第１
条第１項の同意に基づき丙が取得した本件個人情報を丙は、以下の目的で利用しますが、それ
以外に利用しません。
⑴乙との各取引（新たなお申込みを含む。）に関して、丙が与信目的でする利用
⑵第４条第２項に基づく加盟個人信用情報機関への登録
２．各取引が終了した場合であっても、第１条第１項に基づき丙が取得した個人情報は、前項⑴に
定める目的及び開示請求等に必要な範囲で、丙所定の期間保有し、利用します。

３．第１項⑵は、加盟個人信用情報機関及び提携個人信用情報機関の加盟会員により、乙の支払能
力に関する調査のために利用されます。

第９条（合意管轄裁判所）
乙と丙の間で本件個人情報について、訴訟の必要が生じた場合、乙が丙に対して訴えを提起する場
合は、本物件の所在地、丙の本社または支社を管轄する簡易裁判所又は地方裁判所を第１審の専属
的合意管轄裁判所とします。
第１０条（条項の変更）
本同意条項は丙所定の手続きにより変更することができます。
■個人情報保護管理者
丙は、個人情報保護の徹底を推進する管理責任者として、個人情報管理総責任者（コンプライアン
ス担当役員）を設置しております。

(26.03)
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